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Ⅰ　 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注
記等

　１．連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社数　66社
　　　　 当連結会計年度より、海外子会社 1社を連結の範囲に含め

ております。また、国内子会社 2社を連結の範囲から除外
しております。会社設立に伴い、PT. Yamaha Musical 
Products Asiaを連結の範囲に含めております。㈱ヤマ
ハミュージックエレクトロニクスは㈱ヤマハミュージカル
プロダクツとの経営統合により、連結の範囲から除外して
おります。Line6㈱は、清算結了により、連結の範囲から
除外しております。

　　　主要な連結子会社の名称
　　　　Yamaha Corporation of America
　　　　Yamaha Music Europe GmbH
　　　　PT. Yamaha Music Manufacturing Asia
　　　　雅馬哈楽器音響（中国）投資有限公司
　　　　天津雅馬哈電子楽器有限公司
　　　　杭州雅馬哈楽器有限公司
　　　　蕭山雅馬哈楽器有限公司
　　　　雅馬哈電子（蘇州）有限公司
　　　　株式会社ヤマハミュージックジャパン
　　　　株式会社ヤマハミュージックリテイリング
　　　　株式会社ヤマハミュージカルプロダクツ

　　　主要な非連結子会社名及び連結の範囲から除いた理由
　　　　株式会社ヤマハアイワークス
　　　　 非連結子会社はその資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等を考慮した場合、全体としても連結計算書類に重要
な影響を及ぼしておりません。

　２．持分法の適用に関する事項
　　　持分法を適用した関連会社数　 2社
　　　主要な持分法を適用した関連会社の名称
　　　　株式会社ＪＥＵＧＩＡ
　　　 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な

会社等の名称
　　　　株式会社ヤマハアイワークス
　　　持分法を適用しない理由
　　　　 持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が
ないため、持分法の適用から除外しております。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　 連結子会社の決算日は、以下の10社を除いてすべて、当社と

同一であります。
　　　　Yamaha de Mexico,Ｓ.Ａ.de Ｃ.Ｖ.

　　　　Yamaha Musical do Brasil LTDA.
　　　　Yamaha Music LLC. （RUSSIA）
　　　　雅馬哈楽器音響（中国）投資有限公司
　　　　天津雅馬哈電子楽器有限公司
　　　　杭州雅馬哈楽器有限公司
　　　　蕭山雅馬哈楽器有限公司
　　　　雅馬哈電子（蘇州）有限公司
　　　　雅馬哈貿易（上海）有限公司
　　　　雅馬哈楽器技術培訓（上海）有限公司
　　　 上記10社の決算日は12月31日であり、連結決算日に正規の決

算に準ずる合理的な手続きにより決算を行っております。
　４．会計方針に関する事項
　（ 1）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　①　有価証券
　　　　　満期保有目的の債券　…　償却原価法（定額法）
　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの　　…　 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、
売却原価は総平均法により算
定）

　　　　　　時価のないもの　　…　総平均法による原価法
　　　②　デリバティブ
　　　　　時価法
　　　③　たな卸資産
　　　　　 当社及び国内連結子会社は主として総平均法による原価

法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
り、在外連結子会社は主として移動平均法による低価法
によっております。

　（ 2）重要な減価償却資産の減価償却方法
　　　①　有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　 主として定額法によっております。なお、主な耐用年数

は次のとおりであります。
　　　　　　建物　　　　　　　　31～50年（附属設備は主に15年）
　　　　　　構築物　　　　　　　10～30年
　　　　　　機械装置　　　　　　 4～12年
　　　　　　工具、器具及び備品　 5～ 6年
　　　②　リース資産
　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産
　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。
　　　　　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリ

ース取引開始日が平成20年 3 月31日以前のものについて
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

連結注記表
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き続き採用しております。
　（ 3）重要な引当金の計上基準
　　　①　貸倒引当金
　　　　　 営業債権等を適正に評価するため、一般債権については

貸倒実績率による算定額を、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

　　　②　製品保証引当金
　　　　　 製品販売後に発生する補修費用に備えるため、売上高も

しくは販売台数に対して経験率により、又は個別見積に
より計上しております。

　（ 4）退職給付に係る会計処理の方法
　　　　 退職給付債務に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め、主として当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上してお
ります。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、主として給付算定式基準によっております。

　　　　 過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費
用処理しております。

　　　　 数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しております。

　　　　 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用について
は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括
利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま
す。

　（ 5）重要な収益及び費用の計上基準
　　　①　完成工事高の計上基準
　　　　　・ 工事の進行途上においても、その進捗部分について成

果の確実性が認められる場合
　　　　　　工事進行基準によっております。
　　　　　・上記の要件を満たさない場合
　　　　　　工事完成基準によっております。
　　　　　・決算日における工事進捗度の見積方法
　　　　　　工事進行基準における原価比例法
　　　②　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　　　　　 貸主側の所有権移転外ファイナンス・リースについては、

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によ
っております。

　（ 6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めておりま
す。

　（ 7）重要なヘッジ会計の方法
　　　①　ヘッジ会計の方法
　　　　　 外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについ

ては振当処理を行っております。また、外貨建の予定取
引の為替リスクのヘッジについては、繰延ヘッジ処理を
行っております。

　　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　ヘッジ手段　…　 先物為替予約、外貨プット円コールオ

プション買建
　　　　　ヘッジ対象　…　 外貨建金銭債権債務及び外貨建の予定

取引
　　　③　ヘッジ方針
　　　　　 各社の社内管理規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為

替相場の変動によるリスクを軽減するために、先物為替
予約取引及び通貨オプション取引について、実需の範囲
内で行うこととしております。

　　　④　ヘッジの有効性評価の方法
　　　　　 ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フローの固定化・

変動の回避との相関関係が継続的に存在することが明ら
かであることから、ヘッジ会計適用のためのヘッジの有
効性の評価は不要のため、行っておりません。

　（ 8）その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　　　消費税等の会計処理
　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

り、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当連結
会計年度の費用として処理しております。

　５．のれんの償却方法及び償却期間
　　　 個別案件ごとに合理的に判定した償却期間で均等償却してお

ります。

Ⅱ　会計方針の変更
　　 有形固定資産の減価償却方法について、従来、当社及び国内連
結子会社は定率法、海外連結子会社は主に定額法を採用してお
りましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。

　　 当連結会計年度からの 3年間を対象とした新たな中期経営計画
「NEXT STAGE 12」では、重点戦略の一部として、生産工
程再配置を含む持続的なコスト低減、グローバル事業運営の基
盤強化を織り込んでおり、また、海外での生産・販売の拡大や
Ｍ&Ａによる海外子会社の増加に伴い、海外拠点の重要性が高
まっており、グループ内の会計処理を統一する必要性も増して
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きていることから、中期経営計画の策定を契機に、有形固定資
産の減価償却方法について再検討を行いました。

　　 その結果、過去の投資及び使用実績、将来の投資及び使用計画
等から、有形固定資産は耐用年数にわたって長期安定的に稼働
することが見込まれることから、耐用年数にわたり費用を均等
に配分する定額法がより合理的であると判断しました。

　　 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計
年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれ
ぞれ745百万円増加しております。

Ⅲ　表示方法の変更
　　 前連結会計年度の連結貸借対照表において、固定負債の「その
他」に含めていた「長期未払金」は、金額的重要性が増したた
め、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

　　 なお、前連結会計年度の連結貸借対照表において、固定負債の
「その他」に表示していた2,631百万円は、固定負債の「長期
未払金」1,035百万円、「その他」1,595百万円であります。

Ⅳ　追加情報
　１． 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」適用に伴う、

繰延税金資産の計上について
　　　 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第26号　平成28年 3 月28日）を当連結会計年度か
ら適用し、最近の業績動向等を踏まえ繰延税金資産の回収可
能性について見直しを行いました。

　　　 この結果、当連結会計年度において繰延税金資産を追加計上
し、法人税等調整額△12,706百万円を計上しております。

　２．リゾート事業の再編
　　　 当社は、リゾート事業の再編を決定し、グループ子会社が運

営する「つま恋」につき、ホテルマネージメントインターナ
ショナル株式会社（以下、HMI）との間で、不動産および「つ
ま恋」商標の譲渡契約を平成29年 2 月28日に締結いたしまし
た。当社グループによる事業運営は平成29年 3 月26日をもっ
て終了し、平成29年 3 月27日、HMIへ資産譲渡をしておりま
す。

　　　 なお、本再編に伴い、固定資産売却益2,182百万円と構造改
革費用2,652百万円を計上しており、当連結会計年度の税金
等調整前当期純利益への影響（損失）は470百万円です。

　３． 連結子会社株式の減損処理及びのれんの一時償却による特別
損失の計上

　　　 当社は、当連結会計年度において、当社が保有する連結子会
社株式の減損処理（個別決算）及び、のれんの一時償却（連
結決算）を行い、特別損失を計上いたしました。

　（ 1）連結子会社株式の減損処理（個別決算）
　　　　 当社が平成26年 3 月に完全子会社化したRevolabs, Inc及

びその子会社の業績、ならびに同社の持つ技術・ノウハウ・
販売網等を活用した成果出しが、当初計画から乖離した状
況が継続しているため同社株式の減損処理を行い、関係会
社株式評価損として2,319百万円を特別損失に計上いたし
ました。

　　　　 なお、個別決算で計上した特別損失は連結決算では消去さ
れ、（ 2）に記述する特別損失が連結業績への影響額とな
ります。

　（ 2）のれんの一時償却（連結決算）
　　　　 個別決算において上述の減損処理を行ったことに伴い、連

結決算において上記連結子会社に係るのれんの一時償却を
行い、のれん償却額としてRevolabs, Inc及びその子会社
について1,499百万円を特別損失に計上いたしました。

　４．退職給付制度の改定
　　　 当社及び一部の連結子会社は、平成29年 4 月 1 日に退職給付

制度の改定を行い、確定給付制度の一部を確定拠出制度に移
行しております。

　　　 これに伴い「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企
業会計基準適用指針第 1号）を適用し、当連結会計年度の特
別損失に確定拠出年金制度移行に伴う損失として892百万円
計上しております。

　　　 なお、上記の制度移行に伴う確定拠出制度への移換額は
7,241百万円であり、未払金及び未払費用、並びに長期未払
金に計上しております。

Ⅴ　連結貸借対照表に関する注記
　１．有形固定資産の減価償却累計額 182,053百万円　　　　
　２．土地の再評価
　　　 土地の再評価に関する法律（平成10年 3 月31日公布法律第34

号）に基づき、当社は事業用土地の再評価を行っております。
　（ 1）再評価実施日　平成14年 3 月31日
　（ 2）再評価の方法
　　　　 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年 3 月31日公布

政令第119号）第 2条第 3号に定める「地方税法第341条第
十号の土地課税台帳又は同条第十一号の土地補充課税台帳
に登録されている価格」により算定しております。

　（ 3） 再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿
価額との差額 △7,271百万円　　　　

Ⅵ　連結株主資本等変動計算書に関する注記
　１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増　加 減　少 当連結会計年度末

普通株式（株） 197,255,025 － － 197,255,025
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　２．配当に関する事項
　（ 1）配当金の支払額

決　議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年 6 月22日
定時株主総会

普通
株式 4,895 26.00 平成28年 3 月31日 平成28年 6 月23日

平成28年11月 7 日
取締役会

普通
株式 4,873 26.00 平成28年 9 月30日 平成28年12月 8 日

　（ 2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力
発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年 6 月22日
定時株主総会

普通
株式

利益
剰余金 4,873 26.00 平成29年 3 月31日 平成29年 6 月23日

Ⅶ　金融商品に関する注記
　１．金融商品の状況に関する事項
　（ 1）金融商品に対する取組方針
　　　　 当社グループは、資金運用については、原則として、元本

保証、固定金利の預金等に限定し、また、資金調達につい
ては主に銀行借入によっております。なお、当社及び国内
子会社についてはグループファイナンスを実施しておりま
す。デリバティブ取引については、後述するリスクを軽減
するために、実需の範囲内で行うこととし、投機目的のた
めのデリバティブ取引は行わない方針であります。

　（ 2）金融商品の内容及びそのリスク
　　　　 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスク

に晒されております。また、外貨建の営業債権は、為替の
変動リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証
券は、主に元関連会社であり共通のブランドを使用するヤ
マハ発動機㈱株式、及び事業等において関連する企業の株
式であり、市場価格の変動リスク等に晒されております。

　　　　 営業債務である支払手形及び買掛金、並びに未払費用及び
未払金は、ほとんど 1年以内の支払期日であります。また、
外貨建の営業債務は、為替の変動リスクに晒されておりま
す。短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、
長期借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的と
したものであり、返済日は決算日後、最長で 2年 4ヶ月後
であります。長期預り金は、リゾート事業における会員権
に係る債務であります。また、営業債務や借入金、長期預

り金は、流動性リスクに晒されております。
　　　　 デリバティブ取引は、通常の輸出入取引による上記外貨建

債権債務に伴う、為替相場の変動によるリスクを軽減する
ために、先物為替予約取引（包括予約）及び、通貨オプシ
ョン取引（外貨プット円コールオプション買建）を行って
おります。なお、通貨オプション取引（外貨プット円コー
ルオプション買建）の実績はありません。

　　　　 先物為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有
しております。通貨オプション取引は「外貨プット円コー
ルオプション買建」に限定しておりオプション料の負担の
他には為替相場変動によるリスクはありません。また、デ
リバティブ取引についてはヘッジ会計を適用しておりま
す。

　　　　 なお、ヘッジ会計に関するヘッジ会計の方法、ヘッジ手段
とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等
については、前述の「 4．会計方針に関する事項」に記載
されている「（ 7）重要なヘッジ会計の方法」をご覧くだ
さい。

　（ 3）金融商品に係るリスク管理体制
　　　　 当社グループは、グループ財務管理ポリシーを定め、当社

及び連結子会社においてグループ財務管理ポリシーに基づ
く管理規程を設定し、以下のリスクに対応する管理体制を
整備しております。

　　　①　 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管
理

　　　　　 営業債権については、与信管理規程及び債権管理規程を
定め、顧客毎に与信枠の設定・管理と債権の記帳・整理
をし、定期的に残高の確認を行っております。約定期限
を過ぎた債権については、その原因及び回収予定の把握
を行っております。

　　　　　 デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパー
ティーリスクを軽減するために、格付の高い金融機関と
のみ取引を行っております。

　　　②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　　　　　 外貨建の営業債権については、通常の輸出入取引に伴う

為替相場の変動によるリスクを軽減するために、外貨建
の営業債務とネットしたポジションについて先物為替予
約取引及び通貨オプション取引を実需の範囲内で行うこ
ととしております。また、外貨建の営業債務は、恒常的
に同じ外貨建の売掛金残高の範囲内にあります。

　　　　　 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や
発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

　　　　　 デリバティブ取引に当たっては、上記（ 1）の取組方針
に基づき、事前に当社・連結子会社間で協議の上、各社
で社内管理規程を設定し、規程に基づいた取引の実行及
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び管理を行っております。
　　　　　 取引は各社の経理・財務所管部門が集中して行うものと

し、社内管理規程で経理・財務所管部門の役割・トップ
マネジメントへの報告と関連部門への連絡・取引限度額
等を規定しております。

　　　　　 取引の報告については、月次定例報告等によって、デリ
バティブ取引の残高状況・為替動向他の定量的情報をト
ップマネジメントに対して行っております。

　　　③　 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行
できなくなるリスク）の管理

　　　　　 当社及び各連結子会社がキャッシュ・フロー計画を作成
するなどの方法とともに、当社及び国内子会社において
はグループファイナンスを実施することで、流動性リス
クを管理しております。

　（ 4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場

価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお
ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することもあります。

　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　 平成29年 3 月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対

照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは、次表には含まれておりません（（注 2）を参
照ください。）。

区　分
連結貸借対照表
計上額

（百万円）（*1）

時価
（百万円）（*1）

差額
（百万円）

（ 1）　現金及び預金
（ 2）　受取手形及び売掛金
（ 3）　投資有価証券
　①　関係会社株式
　②　その他有価証券
（ 4）　支払手形及び買掛金
（ 5）　未払金及び未払費用
（ 6）　デリバティブ取引（*2）

105,859
50,995

723
129,536

（17,828）
（43,961）

148

105,859
50,995

414
129,536

（17,828）
（43,961）

148

－
－

△308
－
－
－
－

　　（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
　　（*2） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示して

おり、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示しております。

　（注 1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関
する事項

　　（ 1）現金及び預金、並びに（ 2）受取手形及び売掛金
　　　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。
　　（ 3）投資有価証券
　　　　　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取

引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
　　（ 4）支払手形及び買掛金、並びに（ 5）未払金及び未払費用
　　　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。
　　（ 6）デリバティブ取引
　　　　　 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金

と一体として処理されているため、その時価は、当該売掛金の時価に
含めて記載しております。また、外貨建の予定取引の為替リスクのヘ
ッジについては、取引金融機関から提示された時価に基づき、繰延ヘ
ッジ処理を行っております。

　（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,512百万円

長期預り金 9,102百万円

　　　　　 上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを
見積るには過大なコストを要すると見込まれます。したがって、時価
を把握することが極めて困難と認められるものであるため、記載に含
めておりません。

Ⅷ　１株当たり情報に関する注記
　　　 1株当たり純資産額 1,948円01銭　　　　
　　　 1株当たり当期純利益 249円17銭　　　　
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Ⅰ　重要な会計方針
　１．資産の評価基準及び評価方法
　（ 1）有価証券
　　　　子会社及び関連会社株式　…　総平均法による原価法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの　　　　…　 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理
し、売却原価は総平均法に
より算定）

　　　　　時価のないもの　　　　…　総平均法による原価法
　（ 2）デリバティブ
　　　　時価法
　（ 3）たな卸資産
　　　　 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）
　２．固定資産の減価償却の方法
　（ 1）有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法によっております。
　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　　建物　　　　　　　　31～50年（附属設備は主に15年）
　　　　　構築物　　　　　　　10～30年
　　　　　機械及び装置　　　　 4～ 9年
　　　　　工具、器具及び備品　 5～ 6年（金型は主に 2年）
　（ 2）リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。
　３．引当金の計上基準
　（ 1）貸倒引当金
　　　　 営業債権等を適正に評価するため、一般債権については貸

倒実績率による算定額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

　（ 2）製品保証引当金
　　　　 製品販売後に発生する補修費用に備えるため、売上高に対

して経験率により、又は個別見積により計上しております。
　（ 3）子会社支援引当金
　　　　 子会社が抱える欠損金を解消するための当社負担見込額を

計上しております。
　（ 4）退職給付引当金
　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。
　　　　 数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理
しております。

　４．重要な収益及び費用の計上基準
　　　完成工事高の計上基準
　　　・ 工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の

確実性が認められる場合
　　　　工事進行基準によっております。
　　　・上記の要件を満たさない場合
　　　　工事完成基準によっております。
　　　・決算日における工事進捗度の見積方法
　　　　工事進行基準における原価比例法
　５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理しております。
　６．ヘッジ会計の方法
　（ 1）ヘッジ会計の方法
　　　　 外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについて

は振当処理を行っております。また、外貨建の予定取引の
為替リスクのヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行って
おります。

　（ 2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　ヘッジ手段　…　 先物為替予約、外貨プット円コールオプ

ション買建
　　　　ヘッジ対象　…　 外貨建金銭債権債務及び外貨建の予定取

引
　（ 3）ヘッジ方針
　　　　 社内管理規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為替相場の

変動によるリスクを軽減するために、先物為替予約取引及
び通貨オプション取引について、実需の範囲内で行うこと
としております。

　（ 4）ヘッジの有効性評価の方法
　　　　 ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フローの固定化・

変動の回避との相関関係が継続的に存在することが明らか
であることから、ヘッジ会計適用のためのヘッジの有効性
の評価は不要のため、行っておりません。

　７．その他計算書類作成のための重要な事項
　　　消費税等の会計処理
　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の
費用として処理しております。

個別注記表



7

Ⅱ　会計方針の変更
　　 有形固定資産の減価償却方法について、従来、当社は定率法を
採用しておりましたが、当事業年度より定額法に変更しており
ます。

　　 当事業年度からの 3年間を対象とした新たな中期経営計画
「NEXT STAGE 12」では、重点戦略の一部として、生産工
程再配置を含む持続的なコスト低減、グローバル事業運営の基
盤強化を織り込んでおり、また、海外での生産・販売の拡大や
Ｍ&Ａによる海外子会社の増加に伴い、海外拠点の重要性が高
まっており、グループ内の会計処理を統一する必要性も増して
きていることから、中期経営計画の策定を契機に、有形固定資
産の減価償却方法について再検討を行いました。

　　 その結果、過去の投資及び使用実績、将来の投資及び使用計画
等から、有形固定資産は耐用年数にわたって長期安定的に稼働
することが見込まれることから、耐用年数にわたり費用を均等
に配分する定額法がより合理的であると判断しました。

　　 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度
の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ60百万
円減少しております。

Ⅲ　追加情報
　１． 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」適用に伴う、

繰延税金資産の計上について
　　　 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第26号　平成28年 3 月28日）を当事業年度から適
用し、最近の業績動向等を踏まえ繰延税金資産の回収可能性
について見直しを行いました。

　　　 この結果、当事業年度において繰延税金資産を追加計上し、
法人税等調整額△10,898百万円を計上しております。

　２．リゾート事業の再編
　　　 当社は、リゾート事業の再編を決定し、グループ子会社が運

営する「つま恋」につき、ホテルマネージメントインターナ
ショナル株式会社（以下、HMI）との間で、不動産および「つ
ま恋」商標の譲渡契約を平成29年 2 月28日に締結いたしまし
た。当社グループによる事業運営は平成29年 3 月26日をもっ
て終了し、平成29年 3 月27日、HMIへ資産譲渡をしておりま
す。

　　　 なお、本再編に伴い、固定資産売却益2,047百万円と構造改
革費用1,993百万円を計上しており、当事業年度の税引前当
期純利益への影響（利益）は53百万円です。

　３．子会社株式の減損処理
　　　 当社が平成26年 3 月に完全子会社化したRevolabs, Inc 及

びその子会社の業績、ならびに同社の持つ技術・ノウハウ・
販売網等を活用した成果出しが、当初計画から乖離した状況
が継続しているため同社株式の減損処理を行い、関係会社株

式評価損として2,319百万円を特別損失に計上いたしました。
　４．退職給付制度の改定
　　　 当社は、平成29年 4 月 1 日に退職給付制度の改定を行い、確

定給付制度の一部を確定拠出制度に移行しております。これ
に伴い「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会
計基準適用指針第 1号）を適用し、当事業年度の特別損失に
確定拠出年金制度移行に伴う損失として885百万円計上して
おります。

　　　 なお、上記の制度移行に伴う確定拠出制度への移換額は
7,170百万円であり、未払金及び長期未払金に計上しており
ます。

Ⅳ　貸借対照表に関する注記
　１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　　　短期金銭債権 17,179百万円　　　　
　　　　短期金銭債務 18,463百万円　　　　
　２．有形固定資産の減価償却累計額 57,373百万円　　　　
　３．土地の再評価
　　　 土地の再評価に関する法律（平成10年 3 月31日公布法律第34

号）に基づき、事業用土地の再評価を行っております。
　（ 1）再評価実施日　平成14年 3 月31日
　（ 2）再評価の方法
　　　　 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年 3 月31日公布

政令第119号）第 2条第 3号に定める「地方税法第341条第
十号の土地課税台帳又は同条第十一号の土地補充課税台帳
に登録されている価格」により算定しております。

　（ 3） 再評価を行った事業用土地の期末における時価と再評価後
の帳簿価額との差額 △7,271百万円　　　　

　４．保証債務
　　　 下記の会社の金融機関からの借入債務等に対して保証を行っ

ております。
　　　　株式会社ヤマハトラベルサービス 26百万円　　　　

Ⅴ　損益計算書に関する注記
　　　関係会社との取引高
　　　　売上高 183,287百万円　　　　
　　　　仕入高 117,438百万円　　　　
　　　　営業取引以外の取引高 8,252百万円　　　　

Ⅵ　株主資本等変動計算書に関する注記
　　　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増　加 減　少 当事業年度末

普通株式（株） 8,971,933 848,758 － 9,820,691
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　　　（変動事由の概要）
　　　　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　　　取締役会決議による自己株式の取得による増加
　 846,200株　
　　　　単元未満株式の買取による増加 2,558株　

Ⅶ　税効果会計に関する注記
　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
　　　（繰延税金資産）
　　　　　棚卸資産評価減 135百万円　　　　
　　　　　貸倒引当金 338百万円　　　　
　　　　　減価償却超過額 5,358百万円　　　　
　　　　　固定資産減損額 3,310百万円　　　　
　　　　　投資有価証券等評価減 15,123百万円　　　　
　　　　　未払賞与 1,114百万円　　　　
　　　　　製品保証引当金 8 百万円　　　　
　　　　　長期未払金 2,153百万円　　　　
　　　　　退職給付引当金 4,525百万円　　　　
　　　　　繰越欠損金 410百万円　　　　
　　　　　その他 3,562百万円　　　　
　　　　　繰延税金資産小計 36,040百万円　　　　
　　　　　評価性引当額 △19,888百万円　　　　
　　　　　繰延税金資産合計 16,151百万円　　　　

　　　（繰延税金負債）
　　　　　繰延ヘッジ利益 △44百万円　　　　
　　　　　圧縮記帳積立金 △804百万円　　　　
　　　　　買換資産取得特別勘定積立金 △2,204百万円　　　　
　　　　　その他有価証券評価差額金 △33,485百万円　　　　
　　　　　繰延税金負債合計 △36,539百万円　　　　
　　　　　繰延税金負債の純額 △20,388百万円　　　　

Ⅷ　１株当たり情報に関する注記
　　　 1株当たり純資産額 1,435円32銭　　　　
　　　 1株当たり当期純利益 181円17銭　　　　


